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本稿は,アメリカの通商法の重要な一部である貿易匡正法 (TradeRemedyLaws)の歴史的
変遷を追跡することによって現代アメリカの通商政策 (Internationaltradepolicy)の特質を
解明しようとするものである.貿易匡正法とは外国企業や外国政府の行動によりアメリカの国
内産業が貿易上の損害を被る場合に,損害を除去し ｢公正かつ自由｣な貿易環境を作り出すた
めに策定されたものとされる.ここで通商政策とは,通貨政策,援助政策とともに対外経済政
〔キーワー ド〕 ①Trade-RemedyLaws ②通商法 ③通商政策 ④ェスケープ ･クローズ
⑤貿易調整援助
*本論の対象であるTrade-RemedyLawsは,通例 ｢貿易救済法｣として翻訳される. しかし,論考の
なかで明らかなように,Trade-RemedyLawsは輸入救済 (importsrelief)だけでなく,301条のよ
うに外国市場の ｢不公正｣な閉鎖性および輸出障壁をも対象とするものである.いずれも ｢公正かつ自
由な貿易環境｣を作り出すためのものとされる.したがって,このようなアメリカの通商法の文脈上,
｢貿易匡正法｣として理解し翻訳する方が適切だと考えられる.
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策の3大主柱を構成する貿易政策を指している.したがって通商政策はいうまでもなく国際貿
易を対象とする政策であるが,主要な通商問題がかつての関税から一国の経済システムなどの
非関税障壁に移っている現在では,通商政策と国内政策との判然たる区別は困難であることは
言うまでもない.
つぎにアメリカの通商法の歴史的変遷を追跡することと通商政策の研究との関連を予め述べ
ておきたい.アメリカの通商政策は大統領ならびに各行政機関によって遂行されるが,それら
の通商政策の根拠法となるのが通商法である.したがって通商法の変遷は通商政策の内容変化
を規定するわけである.通商法は議会によって作られるので,通商政策には議会の動向が大き
く作用する.しかし実際の通商政策は,行政府による通商法の運用によって遂行されるので行
政府の対応によっても変ってくる.さらに重要なことは,･アメリカでは根拠法である既存の通
商法に依らないで,議会がある特定産業のための保護措置を講じるような新たな法律を成立さ
せたり,行政府が通商法の枠外で通商交渉を行なうことがある.後者の場合には,大統領の外
交権限にもとづいて行なわれると解釈される.したがって通商法の変遷を通してアメリカの通
商政策を検討する本稿は,この点でアメリカ通商政策研究としては限定されたものである.
このようにアメリカの通商政策は,通商法を策定する議会,また議会にロビーイング (立法
工作活動)を通じて強い影響力を行使する各種利益集団,通商法を政策として実行する大統領
やいくつかの行政府など,いわば何人ものアクターの相互作用によってその内容が決定され遂
行されている.
そこで本稿は,第 1に,アメリカの通商政策の決定 ･遂行システムについて主要なアクター
の役割とその交互作用についてみる.そこにはアメリカ独自の通商政策決定 ･遂行システムを
見出すことができよう.第2に,主たる貿易匡正法の内容とその変遷について検討する.そも
そもアメリカにおいて1970年代初頭までは,通商政策は共和党,民主党間のメイン･イッシュー
ではなかったし,また実際の通商政策もそれほど複雑ではなかった.むしろそれまでは通商政
策は外交政策の諸目的達成に役立っものとして位置付けられていた1).かかる通商政策の転機
となったのが1974年通商法である.したがって本稿でも,その転機の意味について検討する.
第3に,1980年代を対象として通商法にもとづく通商政策の実際について検討する. ここで
は現代アメリカの通商問題は,その解決策として従来の通商法だけでなく,その枠外での多様
な通商政策に依拠し,通商問題の政治問題化が進んでいることが明かとなろう.
1)Cooper,RichardN.,"TradePolicyasForeignPolicy,"inRobertM.Stern(ed.),U.S.Trade
PoIL'ciesinChang乙ngWorldEconom)/,MITPress,1987.
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1 通商法と通商政策
アメリカの通商政策の決定と遂行のシステムにおいて重要なのは,議会と大統領との関係,
および行政手続による貿易匡正策の遂行である2).
まず通商政策に決定システムにおいて議会の役割はもっとも重要であるが,これは通商政策
の決定をめぐる憲法上の権限に由来している.すなわちアメリカの通商政策の根拠法である通
商法の策定の権限は,合衆国憲法第1条の ｢議会｣の第8節の ｢議会の権限｣の第 1項 (｢合
衆国の国債の支払い･共同の防備および一般の福祉の目的のために,租税 ･関税 ･間接税 ･消
費税を賦課徴収すること.｣)および第3項 (｢諸外国との通商,および各州間のならびにイン
Ii;≡『
ディアンの部族との間の通商を規律すること.｣)3)に基づき連邦議会に専一的に与えられてい
るからである.そして関税は,1913年に連邦所得税が導入されるまで連邦政府財源の約半分
を占めていたので4),連邦の歳入は関税率に大きく左右された.そこで元来課税を管轄 してい
た上院の財政委員会と下院の歳入委員会は,関税を含め通商法の決定に中枢の位置を占める委
員会となり現在に至っている.
しかし実際に議会がその憲法上の権限に基づいて関税を設定したのは,歴史的な高関税を作
り出した1930年のスムート-ホーレー関税法 (Smoot-HawleyTariffActof1930)が最後で
あった.そのわずか4年後に議会は,経済危機と民主党国務長官コーデル ･ハル (Cordell
Hull)の強いリー ダーシップのもとに,一転して関税引下げをめざす1934年互恵通商協定法
(ReciprocalTradeAgreementsActof1934)を成立させた.この通商法は,他国との関税に
ついて交渉し協定を結ぶ権限を大統領に認めることによって関税を引下げようとするものであ
り,この権限により大統領はどんな関税率であろうと議会に諮ることなく,現行の関税率の5
0%まで削減することができた.このように1934年互恵通商協定は,立法による関税設定から
議会が関税の引下げ幅やその手続や例外規定などの関税設定のガイドラインを設定し,具体的
な交渉は大統領に委譲する方法に変えた.このおかげで議会は,議員の選挙区や関係する利益
団体からの高関税を求める保護主義圧力から自らを保護することができた.そのうえで議会は
2)アメリカの通商政策の決定システムについては,デスラーがきわめて分かりやすい説明を与えている.
以下の叙述については,Destler,Ⅰ.M.,AmericanTradePolitics,SecondEdition,Institutefor
InternationalEconomics,Washington,DC,andTheTwentiethCenturyFund,NewYork,NY,
1992,Chap.1(宮里政玄監訳 『貿易摩擦とアメリカ議会』日本経済新聞社,1988年.ただし, これは
第 1版の翻訳である.);Walters,RobertS.,TalkingTT･adeIU.S.PolicyinInternational
Per･spectiue,WestviewPress,1993,を参照した.
3)大下 ･有賀 ･志郎 ･平野編 『資料が語るアメリカ』有斐閣,1989年,273ページ.
4)Lande,StephanandCraigVanGrasstek,TheTarif'Actof1984,Lexington,MA,Lexin-
gtonBooks,1986,p.4.
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大統領による関税削減の権限を,｢交渉による関税｣(bagainingtariff)すなわちアメリカの
関税削減を他国に与えると同時に相手国からも獲得するという2国間交渉に,しかもその授権
を一定期間に,それぞれ限定したのであった.このように1934年互恵通商協定は,現代アメ
リカの通商法と通商政策の一般的な関係の原型を形作った.この時以来,通商交渉の権限は議
会が大統領に時限を付して決定した通商法によって規定されており,その後1962年まで途切
れることなく合計11回に及ぶ2国間通商交渉の権限委譲の延長が行なわれ,その結果,課税輸入品
の平均関税率は1931年の60%から1965年には12%まで低下した.さらに議会は,通商交渉の権
限を大統領に委譲するだけでなく,後述するように1962年には通商政策を専一的に扱うSTR (過
商特別代表,その後USTRに改組される)を作り出した.この機関は,対外的に通商交渉を進める
と同時に国内的に立法者の関心にも敏感に反応する｢行政ブローカ ｣ーであった5).
議会は関税削減による貿易自由化の交渉の権限を大統領に委ねる一方で,行政手続による国
内産業の保護措置を構築した.なぜならば貿易の自由化を進めながらも,ある例外的な場合に
は特定産業に貿易保護措置を講じることについては広い合意があったからである.そこで議会
は,輸入によって重大な損害を受けている利害関係者,および ｢不公正な｣外国の慣行と考えられ
るものに直面した利害関係者に対して,｢客観的なルール｣となる貿易匡正措置を作り出した.かく
して ｢政治的には,貿易匡正策は議会が貿易に関する圧力を他にそらすことができたもう一つ別の
手段であった｣6).本稿では主要な ｢貿易匡正法｣の変遷を取上げ,その含意を探る.
通商政策に関してもうー っ重要なことは,貿易匡正法という ｢ルール｣の枠外でも通商政策
が遂行されるという点である.多くの場合には,最初は国内利害関係者が貿易匡正法に基づい
て貿易救済を提訴ないしは申請するが,行政機関が相手国の行政機関との間で,あるいは2国
間の当事者同士が,それぞれ貿易匡正法の枠外で交渉することによって何らかの決着を図るの
である.こうした ｢ルール｣を回避することが可能なのは,当該業界が特別に大きな政治的力
をもっているからにはかならない.このケースとしては,繊維業界の1962年の ｢国際綿製品
長期取決め｣((Long-TermArrangementRegardingInternationalTradeinCottonTextiles)
や1973年の ｢国際繊維貿易に関する多国間取り決め｣(Multi-FiberArrangement)や鉄鋼業
界による一連の対米輸出自主協定や日本の対米自動車輸出自主規制などをあげることができ
る7).これらについては特別の研究が必要であり,本稿の対象外である.
5)Destler,op.cit.,p.20.
6)Destler,ibid.,p.23.デスラーによれば,｢貿易匡正策｣は ｢準司法的な規制手続｣(quasi-judicial
regulatoryprocedures),すなわち ｢ルール｣であり,アメリカ国内産業企業はこの ｢ルール｣にも
とづいて外国企業からの保護を求めることができるのである.
7)貿易匡正法の枠外での対米輸出自主規制は多いが,この場合,通商交渉を行なうアメリカの大統領な
いしは行政府の国内法上の根拠には不透明なところが残る.この点については,松下満雄 『国際経済法』
有斐閣,1988年,73-74ページ,を参照.
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2 通商行政機構
通商政策は関税政策であれ非関税政策であれ,国内経済への影響も広範囲に及ぶ. したがっ
てまた,通商政策には多くの行政機関がそれぞれの役割を演じており,様々な省際調整システ
ムも必要となる.以下では,アメリカの通商政策を担う主たる職 ･機関の通商政策の実施上の
役割について概観する8).まず行政職としては(1)大統領,機関としては,(2)通商代表部と(3)商
務省とがもっとも重要であり,その他に(4)国務省などが通商代表部や商務省に通商政策の諸影l
響について助言する.また独立の準司法機関として(5)国際貿易委員会が重要である.
(1)大統領 (President)
前述のようにアメリカの通商交渉は,議会が大統領 (大統領府)に通商交渉の権限を授権す
ることによって行なわれるが,その限りでは大統領もまた大きな権限を確保している.通商政
策をめぐる議会と大統領との関係は,とくに議会多数派を占める党派と大統領が属する党派が
異なる場合,いっそう複雑になる.周知のようにアメリカは日本のような議員内閣制ではない
ので,国民によって選出された大統領が属する党派が議会多数派の党派とは異なることもあり
うるからである.さらに大統領個人の経済政策思想も通商交渉に際して大きく左右する.
(2)アメリカ通商代表部 (OfficeoftheU.S.TradeRepresentative)
通商代表部は,スタッフ数が1985年現在で約200名弱にすぎない小さな行政機関であるが,
アメリカの通商政策の行政機関として現在もっとも重要な機関である9). そして,その変遷自
体が通商政策をめぐる大統領と議会との協喝と対立関係に彩られている.もともとアメリカの
通商政策は,1950年代後半までは国務省が主要な先導者であり調整者であった.そのため国
務島官が省際通商協定委員会 (InteragencyTradeAgreementCommittee)の座長を努め,国
務省,農務省,商務省,財務省,関税委員会,農業調整局,全国復興局,外国貿易に関する大
統領特別顧問室 (OfficeoftheSpecialAdvisertothePresidentonForeignTrade)の8つ
の省庁でその委員会は構成されていた.
しかしその後,議会から国務省主導の外交政策偏重の通商政策に対する批判が高まった.そ
こで議会は1962年通商拡大法によって,大統領が通商に関する新たな省際機構と通商交渉の
ための特別代表職 (position)を創設することを認めた.この権限にもとづきケネディ大統領
は,通商拡大法諮問委員会 (TradeExpansinActAdvisaryCommittee)を創設 し,そのへッ
8)この項に関しては,U.S.HouseofRepresentatives,CommiteeonWaysandMeans,Ouer･uiew
andCoTnPlicationofU.S.TradeStatutes,1987,Chap.7(福島栄一監訳 『米国の通商関連法』日本
貿易振興会,1987年);OficeoftheFederalRegister,NationalArchivesandRecordsService,
andCentralServicesAdministration,TheUnitedStatesGouer･nmentalManual1984/85,1984
を参照した.
9)USTRの形成と機能については,Dryden,Steve,TradeWaTiors:USTRandtheATnerican
CrusadeforFreeTrade,NewYork,oxfordUniversityPress,1995,を参照.また宮里政玄 r米
国通商代表部 (USTR)』ジャパンタイムズ,1989年,が邦語文献では詳しい.
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ドに通商交渉特別代表 (SpecialRepresentativeforTradeNegotiations)を据えたのであっ
た.通商交渉特別代表は特命全権大使であり,1962年通商拡大法にもとづく通商交渉や,大
統領が授権したその他の通商交渉で主席代表を勤めるものとされた.これ以降,通商政策は通
商交渉特別代表が主導するようになった.通商拡大法諮問委員会は,(1)通商協定プログラム
を執行する際に生じる基本的政策問題に関し,大統領に勧告すること,(2)関税措置に関し,
大統領に勧告すること,(3)輸入救済措置に関し,大統領に勧告すること,(4)大統領が随時指
定する通商協定プログラムに関し,その他の役割を果すこと,がその任務とされた.この委員
会の構成メンバーは,国務長官,財務長官,国防長官,内務長官,農務長官,商務長官,労働
長官であった.
さらに1974年通商法によって,●議会は大統領府のなかの一つの機関として特別通商代表部
(Office)の設置を求め,その任務は政府ならびに議会を代弁して,多国間通商交渉を行うこと
とされた.このため通商特別代表は,大使の地位であるとともに閣僚級の地位に引上げられ,
大統領と議会に対して直接に報告することになった.また,その任務を1930年関税
年通商拡大法,1974年通商法のもとでの貿易協定プログラムの実施に関わる交渉にまで拡大
した.その後さらに1979年の機構再編計画第3号により,通商特別代表は現在の米国通商特
別代衷 (USTR)になり,アメリカの通商政策全般について責任を負うことになった.そ.の責
任は,GATT交渉,OECDやUNCTADの関税や通商関連の会議,その他の2国間ならびに
多国間の通商交渉におけるアメリカの主席代表を勤めることから,アメリカの輸出拡大,不公
正貿易慣行,エネルギーに関する貿易問題,貿易関連の直接投資問題などの対応まで広範囲で
ある.
USTRには次席代表が3人おり,すべてが大使格であり,2人はワシントン,1人はジュネー
ブに勤める.またUSTRは閣僚会議レベルの通商政策委員会 (TPC:TradePolicyCommittee)
を主宰し,そのもとに通商政策検討グループ (TPRG:TradePolicyReviewGroup), 交渉
委員会(NegotiationCommittee),通商政策スタッフ委員会(TPSC:TradePolicyStar√
committee)の3つの省際委員会がある.TPCとその下の3つの委員会は,商務省,農務省,
国防省,司法省,エネルギー省,内務省,労働省,国務省,運輸省,財務省,行政管理予算局,
経済諮問委員会,国家安全保障会議,国際開発協力機関からなる.TPSCは各省庁の局長級の
メンバーからなる実務者レベルの委員会であり,TPRGは次官補がメンバーであり, このレ
ベルに至っても意見の不一致をみた案件はTPCに上げられことになる.
(3)商務省 (DepartmentorCommerce)
商務省の基本的役割は,アメリカの国際貿易,経済成長,技術発展を促進し,競争的かつ自
由な企業体制を発展させることにある.通商政策にとって重要なのが,国際貿易局 (ITA:Inter一
mationalTradeAdministration)である.ITAは1980年に商務長官によって創設され,国際
貿易を促進しアメリカの貿易と対外投資上の地位を高めるのがその役割であり,国際貿易担当
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次官がその責任を負う.その下に,国際経済政策担当次官補,貿易管理担当次官補,貿易促進
担当次官補,内外通商サービス担当総務が配置される.これらの次官補と総務が担当する各課
は,多国間,2国間および地域的な対外経済政策の分析,作成および履行,輸出入管理,企業
およびコミュニティに対する貿易調整援助 (これについては,後述する)の履行,国内および
外国の市場情報の収集と提供,輸出商社の設立の促進などの輸出促進,通商団の派遣,国際貿
易フェアへの参加,など広範囲にわたる.
また国際貿易局はダンピングによる対米輸出および補助金付の輸入の有無を判定し,もし肯
定的な判定の場合には,ダンピング･マージンおよび補助金の額を決定する必要がある.この
国際貿易局の権限は,1979年に財務省から移管されたものであった.そして国際貿易委員会
が,補助金付あるいはダンピングされた当該の輸入がアメリカ産業に ｢実質的な被害｣を与え
ると決定を下した場合には,関税局がアンチ･ダンピング課税または相殺関税を課す.
(4)国務省 (DepartmentofState)
国務省は外交政策の作成と遂行において大統領に対して助言を行なう.外交政策の目的は,
アメリカの長期的な安全保障と福祉の促進にあるとされる.対外経済政策に関しては,経済 ･
企業問題局担当の次官補が掌握し,国際エネルギー･資源,通商政策,貿易管理,国際金融 ･
開発,･航空,などの諸問題に関する政策の作成と遂行を担当する.
(5)米国国際貿易委員会 (USITC:U.S.InternationalTradeCommission)
米国国際貿易委員会は独立の準司法機関であり,広範囲の国際貿易問題について調査や研究
を行ない,大統領と議会に対して勧告を行なう.同委員会は1916年に米国関税委員会として
創設されたが,1974年通商法によって ｢関税はもはや主要な貿易障壁ではなくなった｣ とし
て,米国国際貿易委員会に改称された.委員は9年の任期で大統領によって任命され,任期満
了前の委員の交代の場合には,新委員の任期は残存任期に限られる.委員長および副委員長は
大統領に2年任期で指名されるが,委員長は2期続けて同じ政党から選出されてはならない.
本委員会は次のような輸入救済活動を行う.
まず国内産業の七めの輸入救済 (ェスケープクローズ)については,ある財の輸入量がその
競合品を生産する国内産業に ｢重大な被害 (ないしはその恐れ)｣を及ぼすとして,業界,個
別企業,労働団体が輸入救済を申請した際には,本委員会は輸入増加が国内産業の ｢重大な被
害 (ないしはその恐れ)｣の ｢実質的な原因｣であるかどうかを判定する.そしてもしクロの
判定を下した場合には,大統領は,関税の引上げ,数量規制,市場秩序維持協定の締結,企業
や労働者あるいは地域社会に対する貿易調整援助の何れかあるいはその組合せの輸入救済措置
をとることができる.そして大統領に,その輸入救済措置を受けている産業の動向を報告 し,
その保護措置を軽減ないし撤廃した際の経済的な影響について助言する.
つぎに,補助金による輸入およびダンピングされた (｢公正価額以下の輸入 (SoldatLess-t
ham-fairvalue)｣)輸入については,本委員会はそうした輸入のために国内産業に対する
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｢実質的な被害｣または ｢実質的な被害の恐れ｣または ｢米国内での産業の確立の実質的な遅
れ｣が生じるという相当な指標があるかどうかの仮決定のための調査を行なう.そして他方で
は商務省が,外国からの輸入が補助金を受けているか,ダンピングされているか,あるいはそ
の可能性があると決定した場合には,本委員会はこの種の輸入の国内産業に対する ｢実質的な
被害｣または ｢実質的な被害の恐れ｣または ｢米国内での産業の確立の実質的な遅れ｣につい
て最終的な判断を下さなければならない.また本委員会ならびに商務省の決定によって課され
たアンチ･ダンピング税や相殺関税が軽減されたり撤廃された場合にち,被害が生じないとい
うような状況変化があるのかどうかについても調査する.
なおアメリカが特定の途上国からの輸入に対する関税を特例的に減免する一般特恵制度
(General-izedSystemorPreferences)においても,これを途上国に供与 した場合に国内産業
や消費者に及ぼす影響について本委員会は大統領に助言する.
Ⅱ 貿易匡正法とその変遷
1 主たる貿易匡正法の概要
初めに,主要な貿易匡正法について,そのもっとも最近の修正済の現行法に別して概観して
おこう (表1を参照)10).まずェスケープクローズ (escapeclause)であるが,元来の意味は一
時的にGATTのもとでの貿易の自由化の義務から逃避する条項の意味であり,相手国の不公
正貿易に対抗するものではなく,むしろ公正貿易に対応するものなので ｢公正貿易法｣として
区分される.この条項は,1951年互恵通商延長法第7条において初めて法律として規定され
た.現行の条項は1974年通商法の201条～203条が基本規定である. このエスケープクロー
ズは,主としてアメリカ側の主張によりGATTの第19条 (いわゆるセーフガード条項)とし
て組込まれた.
エスケープクローズの基本内容は,(1)原因は何であれ輸入が急増し,(2)それが ｢実質的な
原因 (substantialcause)｣(｢実質的な原因｣とは,｢重要であり,他のいかなる要因より小さ
くないもの｣と同じ程度と定義される.)となって,(3)国内産業が ｢重大な被害 (seriousin-
jury)またはそのおそれ｣を被ることをもろて緊急輸入制限措置を行なうというものである.
10)貿易匡正法の包括的な解説書としては,U.S.HouseofRepresentatives,CommitteeonWaysand
Means,OueruiewandComplicationofU.S.TradeStatutes,January6,1987(福島栄一監訳 r米
国の通商関連法』日本貿易振興会,1987年),松下満雄,前掲書を参照.アンチダンピング法について
は,公正貿易センタ一編/福島栄一監修 『米国のアンチダンピング規則解説』日本貿易振興会,1993年,
が詳しい.また,ウイリアム E･ペリー /服部健一監訳,FTHE ITC』日本貿易振興会,1989年,
Coughlin,CletusC.,"U.S.Trade-RemedyLaws:DoTheyFacilitateorHinderFreeTrade?,"
Reuiew,(FederalReserveBankofSt.Louis),Vol.73,No.4,1991も有益である.
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法 令 アメリカ法典 対 象 対抗措置発動の基準 対 応 所轄機関
公正貿易法201粂(エスケープ.クローズ)不公正貿易法3 2251ー225441_4201303.167ト1671h輸入増加貿易協定違反やアメ リ 輸入増加が被害の実質的な原因である場A口アメリカの通商に被 関税,数量規制,関税率割当,市場秩序維持協定,貿易調整援助制裁措置を梅げっ 大統領(ⅠTC勧告)USTRによる調査.対(不公正貿易)7 カの貿易に被害を及ぼ 害をもたらしている つあらゆる適切か 抗措置 大統領の特別なす外国の慣行製造,生産,輸出に対する 不当 ,不合理な,または差別的な慣行実質的な被害または 実行可能な行動補助金額に相当す 指示がない限り)ⅠTCによる被害の決定
(補助金付輸入)731条 1675ー1677k3_ 補励金生産 コス トまたは外国 実質的な被害の脅威または る関税の賦課ダンピング額に相 ⅠTAによる補助金の決定C 被害の決定
(ダンピング 市場価格より低 い価格 実質的な被害の脅威 当する関税の賦課 ⅠTAによるダンピング
注)ITC:国際貿易委員会.ITA1:~商務省国擦貿易局.
出所)EconomicReportofthePresidbnt,1988,p.152に補筆.
-一ー
手続としては,業界団体,企業,労働者の組合またはグループは米国国際貿易委員会に対して,
エスケープクローズにもとづく輸入救済を申請すことができる.また国際貿易委員会は上記の
(1)から(3)に関する調査を,業界などからの申請,大統領,USTR,下院歳入委員会,または
上院財政委員会の要求,あるいは自らの発意により行なわなければならない.そして調査開始
後6カ月以内に,被害問題に関する認定,および救済に関する報告を含む調査結果を大統領に
報告し,かっ公表しなければならない.もし委員会が肯定的な被害決定を行ない,輸入救済を
勧告した場合には,大統領は,輸入救済が ｢国民的経済利益 (nationaleconomicinter占st)｣
にならないと決定する場合を除き輸入救済を行なう.なお,エスケープクローズに基づく救済
措置は,当初5年を限度として認められ,1回のみ3年を限度として延長できる.
エスケープクローズ以外の主たる貿易匡正法としては,アンチダンピング法(Anti-dumping
Legistlation)と相殺関税法 (CountervailingDutyLegistlation)および301条とがある. こ
れら両者は貿易相手国の企業や政府の不公正行為を匡正するための条項なので,｢不公正貿易
法｣として分類される.
アンチダンピング条項の目的は,外国企業がアメリカ市場に対して外国市場価額よりも低価
格で輸出し,そのことによってアメリカ国内産業が ｢実質的被害 (materialinjury)｣を受け,
もしくはそのおそれがあるか,または国内産業の確立が実質的に疎外される場合に,外国企業
による不公正な価格ダンピング (｢公正価額未満 (lessthanfairvalue)｣という.)の販売を防
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ぐことにある.アンチダンピングは1921年アンチダンピング法として創設されたが,現行基
本法は1979年通商協定法のなかで1930年関税法731条として規定された.
アンチダンピング提訴は,国際貿易委員会と商務省 (国際貿易局)双方になされ,両者が共
同で管轄する.まず前者が被害の有無の仮決定をする一方で,後者がダンピングの有無の仮決
定を行なう.商務省の仮決定から75日以内に再度商務省は最終決定を行い,また商務省の肯
定的な仮決定から120日以内に再び国際貿易委員会が国内産業の損害について最終的な決定を
行なう.双方が肯定的な最終決定を行なった場合,商務省は税関当局に対して ｢公正価額｣と
ダンピング価格との差額をダンピング･マージンとし,これに等しい分だけ輸入品に対してア
ンチダンピング税を賦課することを指示する.
相殺関税条項は,外国政府による補助金の結果,米国の製造業者に対して外国の製造業者ま
たは輸出者が享受する不正競争上の優越性を相殺することを目的とする.純補助金の金額と同
等の相殺関税が,補助された物品の米国内への輸入に対して賦課される.相殺関税の対象にな
る外国政府の輸出補助金とは,輸出企業への直接的な政府資金の供与,免税,輸出企業への補
助金,外国の輸入企業への低利の貸付などである.現行の相殺関税条項は,1979年通商協定
法のなかで1930年関税法701条として規定されている.
この相殺関税もアンチダンピング税と同じく,国際貿易委員会と商務省との共同の所轄であ
る.提訴は双方になされ,まず前者が被害の有無や規模を仮決定する.つぎに商務省が補助金
の有無について仮決定する.そして商務省は再びその仮決定日から75日以内に補助金の最終
決定をする.そして商務省の肯定的仮決定後の120日以内に国際貿易委員会は,補助された輸
または国内産業の確立が実質的に阻害されているかどうかについて最終決定を行なう.両者が
肯定的な最終決定を出した場合には,商務省は税関に対し純補助金に等しい額の相殺関税を賦
課することを指示するとともに,その効果についてモニタリングを行う.
外国の不公正貿易に対する貿易匡正法としては,1974年通商法301条が基本的な現行法で
ある.この301条の直接の前身は,1962年通商拡大法の252条である.同条項は外国が輸入
制限などを行うことによって米国の通商に実質的に負担を課す場合には,大統領は対抗措置を
とりうるというものであった.しかし1962年以降74年に至るまで,実際には同条項が適用さ
れたのはECとの間のチキン戦争 (ECが鶏肉の輸入関税を引上げたのに対 し,アメリカはト
ラックの輸入関税を引上げて対抗した)の1件のみであった.
1974年通商法301条 (｢1988年包括通商 ･競争力法｣により修正済み)によれば,USTRは
外国政府またはその機関の行為 ･政策 ･慣行が(1)何らかの通商協定の規定に違反するか, ち
しくは通商協定に基づく米国の権益を否定する,または(2)不当であり,または(3)不合理もし
くは差別的であり,かっ米国の通商に負担をかけ,またはこれを制限する場合,それらを排除
するために ｢あらゆる適切かっ実施可能な措置｣をとらなければならない.とくに(1)および
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(2)の場合は,USTRは原則として報復措置を実行しなければならない (本稿109-110ページ
の説明参照).
2 貿易匡正法の変遷と通商政策の変容
(1)自由貿易の推進と1962年貿易拡大法
戦後アメリカは国際的にはGATTを通じて,自由･無差別 ･多角主義による貿易自由化を
進めたが,そのためのアメリカの通商法の基点となったのが1962年の貿易拡大法 (TradeEx-
pansionActor1962)であった.同法は大統領への関税交渉権限の時限が来る1934年互恵通
商協定に代って,1961年に登場したケネディ大統領に新たな関税引下げの交渉権限を授権 し
た.それに基づいてケネディ大統領はケネディ･ラウンドを開始したのであった.また同法は,
もともと1934年の互恵通商協定にあったエスケープクローズの国内産業の輸入救済基準を厳
しくした.この条項は輸入急増による ｢重大な被害 (seriousinjury) もしくはそのおそれ｣
がある場合には,関税委員会に申請でき,同委員会がクロの判定を下せば,関税の引上げや数
量規制などの緊急輸入制限措置をとるというものであった.これに対 して 1962年通商拡大法
は,この緊急輸入制限の発動要件を厳しくして,申請した産業にアメリカの関税譲歩 (GATT
用語.相互的な関税引下げを指す)による輸入増が ｢重大な被害｣の ｢主要な原因｣(major
cause)であることを立証するよう求めたのであった.この変更は,関税引下げによる貿易自由
化を推し進めながら,それによる輸入急増に対する救済は例外的なものとしたのである.l)
通商拡大法のもう一つの特徴は,輸入急増で被害を受けた産業の労働者と企業に対して,そ
れぞれ失業時の所得補償と事業再編のための援助として ｢貿易調整援助 ･(TradeAdjustment
Assistance)｣プログラムを新設 したことである.AFLCIOのジョージ･ミ一二一 (Geoge
Meany)会長は,反共主義の立場から,1962年通商拡大法を強力に支持 したが,労働組合が
同法を支持するには貿易調整援助が不可欠だと主張した12). 具体的には,このプログラムはエ
スケープクローズによる貿易救済が認められるような産業の適格労働者には貿易再調整手当,
雇用サービス,求職 ･転職手当を支給するというものである.同様に,適格企業に対 しては,
事業調整に必要な技術援助が与えられる.
かくして1962年通商拡大法は貿易自由化を進めるとともに,それに伴う産業構造調整を目
ll)ケネディ大統領は,東西冷戦のなかで西側世界の発展とアメリカの貿易黒字や雇用を増やし,あらゆ
る各層にプラスになるとして,関税譲許に貿易自由化を説いた.JohnF.Kennedy'SSpecialMessage
totheCongressonForeignTradePolicy,January25,1962,PublicPapersofthePresidents,
1962,pp.67-77,recordedinErnestH.Preeg,TradersqndDiplomats,Washington,Brooking
Institution,1970,pp.282-290.
12)Charnovitz,Steve,"WorkerAdjustment:TheMissingIngredientinTradePolicy,"
CalifornL'aManagementReview,Vol.XXVⅢ,No.2,1986,p.158;Dryden,Steve,op.cit.,p.47.
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図1 アメリカの貿易収支と貿易依存率 _
⊂コ商品貿易収支 (左目盛)
一 貿易依存率 【(輸出+輸入)/GNP】(尤目盛)
l
1965 1970 1975 1980 1985 1990
出所)EcoTWmicReportofthePresident,1995.付録統計より作成.
指したのであった.しかし実際には,同法が輸入急増下での産業構造調整を促進するうえで効
果的であったとはいえない.エスケープクローズによる緊急輸入制限については,関税委員会
は1974年末までの12年間で30件の申請を調査したが,そのうち輸入救済を認めたのはわず
か4件であったからである.また貿易調整援助プログラムによる労働者への給付は,最初の7
年間にその申請が認定されたのは1件もなかった.その後申請件数は急増 したが,1974年末
までに申請総件数の11万640件のうち認定されたのは,●4万8314件でしかなかった13).
(2)貿易赤字の拡大と1974年通商法
このように貿易救済の申請に対して否定的な結果が多かったので,貿易によって被害を受け
た産業や企業は,議会に対して貿易救済の認可基準の緩和や直接に産業別の保護を求める圧力
を強めることとなった.この当時のアメリカは,図1にみられるように,1960年代末から貿
易収支が悪化し71年には今世紀に入って初めて貿易赤字となり,また国内では失業率が高まっ
ていた.労働組合は自由貿易支持陣営の一員から離れて ｢世界貿易の秩序ある拡大｣を表明す
るようになり,貿易に対する相互主義の立場を鮮明にし,外国の不公正貿易を批判するように
なった.さらに彼らは多国籍企業が ｢職の輸出｣や貿易収支の悪化をもたらしていると主張し,
多国籍企業による在外生産を促進するような海外付加価値関税の撤廃を主張した14).そこで輸
入と競合する業界や労働組合は議会に圧力を加え,これに対応して議会は新たに1974年通商
法を成立させた.
13)Desler,op.cit.,p.141.
14)この当時の労働組合の通商政策の転換については,Bergsten,FredC.,"CrisisinU.S.Trade
policy,"ForeignANair･S,Vol.49,July1971;中本 悟 ｢アメリカの多国籍企業と通商政策｣大阪市
大 『季刊経済研究皿14巻3号,1991年 12月,を参照されたい.
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この1974年通商法の最大の目的は,外国の不公正な貿易政策や慣行を匡正するために必要
な措置をとりうる権限を大統領に与えることにあった.そのために301条が新設された.1974
年通商法301条の要点は,外国の不公正貿易に対する制裁措置を実行する権限を大統領に与え
た点である.この301条は,他の貿易匡正法が輸入増大から国内産業を保護することを目的と
する受動的なものであるのに対し,外国政府の不公正な貿易慣行を匡正し,もって外国市場を
開放し輸出を増加しようとするものであり,むしろ能動的な性格をもっているである.しかも
外国政府の政策や行為を不公正だとする基準は,USTRの一方的な判断であり,他の貿易匡正
法よりも懇意的に運用される傾向ははるかに強い.このように1974年通商法の301条は,そ
の対象において外国政府や企業の特定の政策や行動から外国政府の ｢不公正な｣政策一般へ,
またその性格において相互主義から強い一方主義へ,それぞれ従来の貿易匡正法からすれば大
きく変容した.
301条への提訴件数は1975年から79年末までの5年間に22件であったが,大統領が最終
的に制裁措置を命じたものは実際には1件もなかった.その後,80年から84年末までの5年
間では提訴件数は26件に増加し,そのうち9件が大統領によりなんらかの報復措置が行われ
た.結局,1975年から84年までの10年間の合計48件のうち9件は報復措置が実行され,26
件はGATT第22条または第23条にもとづく協議や2国間交渉を通 じて何 らかの解決をみた
が,その他は未解決のままであった15).
同法のもう一つのねらいは,従来のさまざまな条項を修正することにあった.注目する.べき
修正がェスケープクローズにおいて行なわれた.前述のように1962年通商拡大法のそれは,
関税譲許を原因とする輸入急増が緊急輸入制限の発動要件であったが,1974年通商法では輸
入急増の原因を不問に付し,輸入救済の発動要件を緩和した.この修正されたエスケープクロー
ズに対する申請件数は,1973年の2件から75年には13件に増加した.そして75年から85年
までの間に国際貿易委員会は59件の調査を行い,そのうち30件は肯定的な決定を行った. こ
の肯定的決定の比率 (51%)は,従来の1962年通商拡大法のもとでの比率 (1962年～74年末
で,30件のうち4件 ･すなわち13%)からすれば飛躍的に高まったが,1974年通商法は,国
際貿易委員会による輸入救済勧告に対して大統領が修正や拒否をする自由裁量権を依然として
認めていた.そこで大統領は,30件の勧告のうち関税や輸入割当てなどの救済措置を実行 し
たのは10件だけで12件は勧告を拒否した.5件は貿易調整援助だけを供与し,残り3件は市
場秩序維持協定を結んだ16).このようなェスケープ条項に対する大統領の否定的な対応は, こ
の措置への提訴件数を1970年代末には激減させた.
また貿易調整援助についても,その適格審査基準が緩和され,関税譲許による輸入増大は要
15)Destler,op.cit.,pp.404-405.
16)Destler,前掲邦訳書 (注2),166-167ページ.
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件でなくなり,ただ輸入増大が産業損害の ｢重大な要因｣(｢主要な要因｣ではない)であるこ
とが新たな基準と●なった.この基準緩和の結果,貿易調整援助の適格労働者は急増し;1975年
10月から1980年9月までの間に128万7千人がその適格労働者となった.申請者に対する適格
均では65%,80年には81%に適した.とくに80年には68万5千人が貿易調整援助の適格者となっ
たが,そのうち90%以上が自動車産業労働者であったIの.
1974年通商法のもう一つの注目すべき点は,途上国の対米輸出に対 して輸入関税を減免す
る一般特恵関税 (GSP･:GeneralizedSystemorPreference)を10年間の時限で導入 したこと
である.この途上国への優遇関税は,南北問題の解決のために新世界経済秩序の樹立 (NIEO)
をめざす途上国側の要求を受け､たものであったが,同時にアメリカの多国籍企業はこの関税制
度を利用して途上国における在外生産と逆輸入を増やしたのであった.
通商法はその後,1979年にも修正が行われた.それは直接には,東京ラウンドにおける多
角的交渉の承認とそれに伴う施行法を成立させるためであったが,同時に301条の対象を財の
貿易だけでなくサービス貿易や貿易関連直接投資にまで拡張 した.また同法との関連でSTR
を･USTRに改組して組織を強化した.さらに1984年通商関税法は,30･1条に基づいてアメリ
カが報復対象とする商品や産業を不公正とみなす行為,政策,.慣行と無関係に設定できるように
した.その結果,たとえば1987年4月には日本の半導体の非関税障壁に対する制裁措置が,パソ
コン,電動工具,カラーテレビに対する100%の関税の課徴というかたちで行われたのであった.
Ⅲ 1988･年包括通商 ･競争力法と通商問題の政治問題化
1 レーガン ｢新通商政策｣と1988年包括通商 ･競争力法
.1981年に誕生したレーガン政権の初期の通商政策は,■素朴な自由放任主義に基づいていた.
しかし1980年代前半には輸入が増え続け,1981･年に280億 ドルであった貿易赤字は84年に
は1,125僚 ドルに急増した.当然のことながら輸入競合に頂面した産業はエスケープクローズ
に申請したが,∴レ⊥ガン政権は否定的な･対応をしたため彼らの不満は高じた..また議会では8
5年の春から増加する貿易赤字に対してレーガン大統領が無策だとの批判が相次 ぐとともに,
いくつもの保護主義法案が提出されていた.
そこでレーガン大統領は,議会からの批判に対応するために二つの重要な対外経済政策に着
手した.その一つは1985年9月22日のG5のプラザ合意であった.これは為替レートについ
ては市場に委ねるという従来の立場を転換し,先進国の国際協調によってドル高を是正してアメ
17)U.S.Congress,OficeofTechnologyAssessment,TradeAdjustmentAssistance:NewId-
earsfor･anOldProgram,U.S.G.P.0.,1987,p.25,tablel.
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リカの対外不均衡を削減し,もってアメリカの保護主義圧力を鎮静化しよう･とするものであった.
もう一つは,9月23日に発表された ｢新通商政策｣である18). このなかでレ-ガ㌢大統領
は一方では世界的な自由貿易体制q)保証と促進のための国際協調を訴えつつ,･他方では丁自由
貿易･tは公正貿易である｣として,外国の不公正貿易の除去と不公正貿易によって被害を被っ
た業界と労働者の救済の決意を宣言した.実際にもこの新政策の発表に先立っ9月16日に,
米国大統領と.して初めてUSTRに対して･301条に基づいて外国の不公正貿易慣行の調査を行
うように指示していた.その対象になったのは,ブラジルの情報機器に対する投資･輸入規制,
よび市場制限措置であった.外国の不公正貿易に対しては,従来は関連業界が提訴していたが,
今回は政府が自ら提訴した点でレーガン政権の通商政策の転換を象徴するものであった.
しかし議会では,外国の不公正貿易慣行に対する報復が大統領の最終的な裁量権に委ねられ
ていること,またその実施手続に時間がかかり過 ぎることから新しい強力な通商法を超党派で
作ろうとしていた.｢1988年包括通商 ･競争力法｣(OmnibusTradeandCompetitivenessAct
of1988)は,そうした議会の動きを背景に成立した､･同法は,(1)より強力な輸入救済措置,に
よる国内産業の保護,(2)不公正慣行を行なっている外国に対する･報復措置の強化と外国市場
の開放の促進,(3)教育 ･訓練などの強化による米国産業の競争力の向上∴などを目的として
いる.
とくに国際競争力強化のためのプログラムを組込んでい･る点が,通商法の形式としてはユニー
クであるが,これは1980年代における議会の通商問題の審議を反映している.前掲の図 1に
明らかなように,1980年代には貿易赤字は1千億 ドルを超える巨額なものと･なり,議会内外
では巨額の貿易赤字の主因をめぐって活発な議論が行なわれた.ある者は為替 レートや財政赤
字などのマクロ経済政策の欠陥を主張し,また別の者はアメリカの産業自身の国際競争力の低
下を,さちに別の者は貿易相手国の不公正な慣行を,それぞれ主張してそれらへの政策対応を
訴えた.かくして1988年通商法には,貿易匡正法を修正して外国の不公正貿易慣行に対する
一方的な制裁措置を強化するとともに,アメリカ自身が産業の国際競争力を強化しようとする
スタンスが混在することになった.
■
貿易匡正法としては1988年通商法は以下のような特徴がある19). 第 1に,外国政府の不公
正な貿易行為 ･政策 ･慣行に対する対抗措置の発動について.,大統領の裁量権を狭めUSTR
に権限を大幅に委譲した点である.すなわち1974年通商法の301条を修正 して,外国政府の
不公正な貿易行為 ･政卦 /`簡行･%,(1)通商協定違反および不当 (unjustiable)(｢不当｣とは,
18)レーガンの ｢新通商政策｣については,『世界週報』1985.年10月22日.を参照.
19)｢1988年包括通商 ･競争力法｣については,通商摩擦問題研究会/福島栄一監修 『米国の88年包括通
商 ･競争力法』日本貿易振興会,1989年を参照.
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｢米国の国際法上の権利を侵害するか,または矛盾する行為など｣であり,たとえば内国民待
遇や最恵国待遇を否定するような行為などである｣)なケース,(2)差別的 (discriminatory)
ケース,(3)不合理な (unreasonable)ケース,の3類型に分類し,このうち(1)のケースにつ
いては,USTRに原則として対抗措置の発動を義務付けた.また(2),(3)については,従来通
りUSTRが対抗措置を適当と認めた場合にのみそれが発動されることになった.
第2に,いわゆるスーパ 3ー01条の新設である.これは当初は2年間の時限立法であった.
これによれば,USTRは毎年議会に ｢外国貿易障壁に関する国家貿易評価報告書｣を提出する
が,1989年と90年に限り,この年次報告の提出後30日以内に報告書のなかから,(1)除去す
ればアメリカの輸出増加が期待できるような主要な貿易障壁および貿易歪曲慣行を含む,貿易
自由化交渉の優先対象とする慣行,(2)貿易自由化交渉の優先対象国,を特定し,かつ(3)上記
の優先国に(1)の慣行がなかった場合に増大するであろう輸出額の推定を行い,これらの事項
を議会へ提出しなければならない.その後21日以内に,USTRは特定された交渉優先国と貿
易歪曲的慣行について12カ月または18カ月の期間にわたって調査し,また相手国政府との交
渉に入り｢3年以内に米国の輸出を漸次増大せしめる期待を伴うような｣交渉優先慣行の暫時
的除去の協定を結ぶことを目指す.そしてその交渉が不調に終った場合には,USTRは30日
以内に制裁措置を実施しなければならない,というものである.
このスーパー301条は,次のような点で通常の301条よりも強力であるため,スーパ 3ー01
条といわれる.すなわち第1に,301条はUSTRに不公正貿易の調査権限を認めているのに対
し,スーパー301条はUSTRに貿易自由化交渉の優先国の特定化と優先交渉事項の特定化を求
めており,301条の提訴のあるなしにかかわらず年一回は301条による外国の不公正貿易調査
を義務付けているのである.第2に,301条が外国の不公正貿易の除去を目的としているのに
対してスーパー301条は貿易自由化交渉の優先国に対しては,交渉決裂時の制裁措置を前提と
して3年以内に外国の不公正貿易慣行を除去したうえで,実際に米国の相手国向け輸出が増加
することが求められる.この意味でスーパー301条は,結果重視の条項である.なおスーパー
301条は,当初は2年間の時限立法であったが,1994年3月には再びクリントン大統領の署名
を得て2年間復活した.
1988年通商法には,スーパー301条の知的財産権版ともいえるスペシャル301条も新設され
た.これによれば,USTRは毎年,知的財産権の適切かっ効果的な保護を否定している国を交
渉優先国として特定し,30日以内に1974年通商法301条にもとづく調査と報復措置をとること
になる.この条項の新設には,知的所有権を貿易政策として重視するアメリカの意図がある.
2 1980年代の貿易匡正法の運用と通商摩擦の激化
1980年代には,輸入増大に悩む従来からの輸入競合産業は貿易救済を求めて,また貿易収
支が黒字である-イテク産業や農業なども外国市場の開放を求めて,それぞれ貿易匡正法を利
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表2 貿易匡正法への提訴件数
Hll
アンチダンピング 相殺関税 エスケ⊥プ条項 301条
1980 21 ユ4 2 0
1981 15 22 1 10
1982 65 140 3 7
1983 46 22 0 7
1984 74 51 7＼ ･2
1985 66 43 ● 4 5
1986 71 27 1 6
1987 15 8 0 5
1988 42 ll 1 7.
1989 29 7 0 9
1990 43 7 1 4
出所)I.M.Destler.ATnericanTradePolitics,SecondEdition,InstituteforInternationalEconomicswiththe
TwentiethCenturyFund,1992,p.166andpp.404-431より作成.
用した (表2参照).こうしてアメリカの企業 ･業界団体や行政府が貿易匡正法に基づき提訴
する数が多くなればなるほど,貿易匡正法の枠の内であれ外であれ相手国政府との交渉が多く
なり,結局は通商問題の政治化が進み貿易摩擦が頻発するようになった.そこで貿易匡正法の
運用の実態をトレースすることによって,1980年代のアメリカの通商政策の基調を探る.
まずエスケープクローズによる緊急輸入制限を求める申請は,前述のように1970年代末に
は激減し,83年には一件の提訴もなかったが,翌84年のレーガン大統領の再選キャンペーン
の年には1月と2月だけで突如として5件もの提訴があった.炭素鋼,靴,鍋,食器類の産業
がレーガン政権が政治的に最も弱い時に,ホワイト-ウスに圧力をかけて産業に有利な措置を
引き出そうとしたからである.これら5件のうち3件は国際貿易委員会が否決 し,銅の件につ
いては大統領は緊急輸入制限を ｢国民的経済利益｣にならないとして退けた. しかし鉄鋼につ
いては,きわめて政治的な解決が図られた.アメリカの鉄鋼業は,すでに1982年,83年と連
続して大手7社の鉄鋼部門がすべて赤字になるような深刻な不況であった.そこでベスレヘム
スチールと全米鉄鋼労組は,エスケープクローズによる救済を求めたのであった.すなわち輸
入量を品目別,国別に5年間,国内消費量の15%に制限し,その輸入枠を欧, 日,その他諸
国に割り振るというものであった.この申請に対 して国際貿易委員会は鉄鋼の輸入急増により
米鉄鋼業界が被害を受けていると認定し,5年間の関税と輸入割当計画とを大統領に勧告した.
しかし,レーガン大統領は緊急輸入制限はあからさまな保護貿易だとしてこれを避け,他方で
対米輸出国との間でVRA(輸出自主規制協定)の合意を目指した.そして1984年9月に, 日
本,EC,韓国,ブラジルなど17カ国1地域との間で輸入比率を18.5%以内とするVRAが結
ばれ,この結果,米国の鉄鋼輸入の約8割は管理貿易となったのであった20).･その後,エスケー
プクローズへの申請はレーガン再選後は再び急減した.
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なお,貿易調整援助の申請者に対する適格認定者の比率は,1980年をピークに急減 した.19
81年以降レーガン政権がこの制度そのものを不適切なものとみなしたからである.その結果,
適格認定比率は,1986年～90年の平均年率で23%にまで減少 した21).
アンチダンピング提訴は1982年から86年にかけて最も多かった.ここでも鉄鋼業界は多数
の提訴を行なった.たとえば,1982年1月だけでアメリカの鉄鋼メーカー7社が共同でECに
対して行った提訴の件数は35件にも適した.こ､の提訴についてはダンピング被害の仮決定に
おいて否決もあったが,結局は同年の10月-に米欧鉄鋼自主輸出協定 (11品目の対米輸出を85
年末まで規制)を締結した.鉄鋼輸入問題はこうして政治的に解決され,その結果,多くの提
訴は取下げられた.アンチダンピング提訴の件数は1980年代後半には ドル安によって輸入が
減り,外国企業のダンピング輸出による ｢実質的被害｣を証明することが困難になったともあ
り減少した.1980年から92年までのアンチダンピング提訴で,商務省によるダンピングの最
終決定で肯定的な決定が315件 (93%)に対して否決が24件 (7%)であったが,国際貿易
委員会による最終的な被害認定では肯定的な決定が207件 (66%)に対し否決が108件 (34%)
であった (表3参照).
相殺関税の提訴は1982年と1984年をピークとして年々減 っている.1982年の提訴の急増
もまた鉄鋼業界のものであり,その数は同年1月11日だけで64件に達したが,これもまた米
欧鉄鋼自主輸出協定の締結によって政治的に解決され,提訴を取下げたケースが多かった.秩
鋼以外については,補助金の存在証明は困難であったことや1980年代には途上国も規制緩和 ･
自由化の経済政策をとったので,表2に明らかなように1980年代末には相殺関税にもとづく
提訴はわずか7件に減少 した.これは1970年代半ばの件数より少なかった.結局,1980年か
ら92年までの間に,商務省の補助金の有無に関する最終決定で肯定的な決定が139件 (86%)
表3 商務省 (DOC)と国隙喪易委員会 (lTC)によるアンチダンピング提訴に対する決定
1980-84年 1985-88年 1989-92年 1980-92年(合計)
ⅠTCの被害に関する仮決定(肯定) 79(63%) 134(83%) 126(72%) 339(73%)
ⅠTCの被害に関する仮決定(否定) 46(37%) 28(17%) 49(28%) 123(27%)
DOCのダンピングに関する最終決定(肯定) 70(89%) 123(92%) 122(97%) 315(93%)
DOCのダンピングに関する最終決定(否定) 9(11%) ll(8%) 4(3%) 24(7%)
ⅠTCの被害に関する最終決定(肯定) 47(67%) 88(72%) 72(59%) 207(66%)
ⅠTCの被害に関する最終決定(否定) 23(33%) 35(28%) 50(41%) 108(34%)
原資料)連邦取引委旦会の収集資料により.議会予算局が作成.
出所)CongressionalBudgetOffice,HouノtheGATTAffectsU.S.AntidzLmPingandCounteruailing-DutyPoacy,
Washington,D.C.,1994.pA.50.
20)野林健 ｢アメリカの鉄鋼保護貿易 1983年～1991年｣(宮里政玄･臼井久保編者 r新国際政治経済秩序
と日米関係｣同文舘,1992年)を参照.
21)Friedman,Sheldon,"NAFTAasSocialDumping,"Challenge,Sept.-Oct.,1992,p.31.
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に対して,否結は23件 (14%)であったが,国際貿易委員会による最終的な被害認定では,
肯定的な決定は60件 (43%)に対して否決は79件 (57%)となり,否定的な決定の方が多かっ
た (表4).
いうまでもなくエスケープクローズとアンチダンピング条項/相殺関税条項とは,それ らの
通商法上の対象は異なる.前者は輸入急増による貿易救済が対象であり,後者は不公正貿易の
問題である.しかし,実態的には両者はかなり代替的な条項となっている.というのは,アン
チダンピング/相殺関税提訴の場合には,商務省がダンピングや補助金の有無を調査し,国際
貿易委員会が被害を調査すべきものかどうかを決定するが,上記のように商務省は,ほとんど
の場合肯定的な決定が多い.そのうえで国際貿易委員会が被害を最終的に査定するわけだから,
手続的には商務省の調査を必要としないエスケープクローズと変わらないからである.もっと
も件数から言えば,エスケープクローズへの申請よりもはるかにアンチダンピング/相殺関税
条項への提訴が多かったのは,(1)後者の方が被害証明が容易である.すなわち後者では,｢実
質的被害｣の証明だけが必要であるが,エスケープクローズの場合には,輸入が ｢重大な被害
の実質的原因｣でなければならない,(2)アンチダンピング/相殺関税条項では ｢実質的な被
害｣が認定されれば自動的に対抗措置が発動されるが,エスケープクローズの場合には ｢重大
な被害｣認定のうえに大統領の最終的な判断が介在する,(3)アンチダンピング/相殺関税提
訴によって外国企業に ｢不公正｣というレッテルを貼ることができる,(4)ェスケープクロー
ズによる輸入制限は最大8年に制限されているが,アンチダンピング/相殺関税では提訴対象
となった事態が続く限り有効である,などによる22). また,これら二つの不公正貿易条項で重
●
要なのは,最終決定に至る前に貿易相手国と何らかの協定を結び,輸入制限がなされるケース
も多い,という点である.たとえば,1980年から88年までのアンチダンピング/相殺関税の
表4 商務省 (DOC)と国際貿易委員会 (什C)による相殺関税提訴に対する決定
1980-84年 1985-88年 1989-92年 1980-92年(合計)
ⅠTCの被害に関する仮決定(肯定) 93(63%) 50(83%) 19(70%) 162(69%)
ⅠTC.の被害に関する仮決定(否定) 54(37%) 10(17%) 8(30%) 72(31%)
DOCの補助金に関する最終決定(肯定) 85(91%) 41(82%) 13(68%)､ 139(86%)
DOCの補助金に関する最終決定(否定) 8(9%) 9(18%) 6(32%) 23(14%)
ⅠTCの被害に関する最終決定(肯定) 27(32%) 25(61%) 8(62%) 60(43%)
ⅠTCの被害に関する最終決定(否定) 58(68%) 16(39%) 5(38%) 79(57%)
原資料)連邦取引委員会の収集資料により.,議会予算局が作成.
出所)CongressionalBudgetOffice,Ho読theGATTAffectsU.S.Antidu'npingandCoLnterUailing-DutyPolicy,
Washington,D.C.1994.p.50.
22)U.S.Congress,CongressionalBudgetofice,HowtheGATTANectsU.S.Antidumging
andCounterT･ailing-DutyPolicy,1994,p.56
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提訴件数は774件であり,そのうち45%に当る348件は輸入割当てや輸入の一時停止協定を
締結した.25%だけがアンチダンピング課税や相殺関税が実行されただけであった.こうして
合計70%は何らかの輸入制限措置がとられたのである払).
なお国際的にみても,アメリカは相殺関税およびアンチダンピング課税を多用 している.
1990年6月現在でアメリカは合計86件の相殺関税措置をとっており (1983年には56件),そ
のうち73件は関税賦課であった.アメリカに次ぐのはカナダのわずか9件であった. アンチ
ダンピングについても,同時点で合計198件の措置をとっており (同じく137件),そのうち
192件が関税賦課であった.アメリカの次はECの135件 (うち関税賦課は82件),カナダの
81件 (同69件)であった24).
最後に,301条による提訴については,USTRが調査した件数は1975年から92年6月まで
の間に合計89件であったが,そのうち実際に301条に基づいて制裁措置が発動されたのは8件
に過ぎなかった卸. しかし,1985年のレーガン新通商政策以降,301条による不公正貿易慣行
の是正要求に対してなんらかの形で解決された件数の比率は従来の4.5倍にもなり,結果が判
明する件数の3分の2を占めた.1975年から1985年9月までは,この比率は3分の1に過ぎな
かった26).こうして301条は外国政府に対して制裁発動を掲げて,一方的な譲歩を迫る通商交
渉手段になっているのである.
とくに日本に対する提訴は1985年以降多くなった.1980年から84年までの提訴の調査件
数は21件であり,そのうち6件がECのケースであり,日本のケースはわずかに1件だけで
あったが,85年から89年の期間では総計31件のうちECが6件に対 し日本のケースは7件
(うち,5件はUSTRによる自発的調査)でもっとも多かった27). また,対日提訴の多 くが工
業品を対象として,しかもそのほとんどが制裁発動の期日や制裁事項などを明示した具体的な
｢威嚇｣を伴っていた (表5参照).かくしてUSTRは,日本に対しては,｢結果重視｣の対応
で臨んでいることは明らかである.とくに1989年における日本のスーパーコンピュータの排他
的政府調達,木材規格,人工衛星機器の排他的政府調達,の3分野はスーパー301に基づいて
USTRが不公正貿易慣行として特定したものであった.これら3分野は,日米間の政府協議に
基づいて解決をみたが,これを契機に独自に日米経済間のマクロ的 ･制度的な調整を図るため
23)Ibid.,pp.59-60.
24)U.S.Congress,OfficeofTechnologyAssessment,CoTnPetingEconomiesIATnerica,Europe,
andthePacificRiTn,Washington,DC,U.S.G.P.0.,1991,p.143,table4-6andtable4-7.1983
年の件数は,Destler,op.cit.,p.154による.
25)Bayard,ThomasO･.andKimberlyA.Elliot,"AggressiveUnilateralism'andSection301:
MarketOpeningOrMarketClosing?",TheWorldEconomy,Vol.15,No.6,1992,p.687.
●
26)Ibid.,p.703.
27)Ibid.,p.690,table3,andI.M.Destler,op.cit.,pp.409-431.
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表5 301集の国別 ･タイプ別調査件数 (1975年～92年4月)
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対象国 件数く1) タイプ
工業品(2) 農産物(3) サービス 知的所有権
EC
日本
韓国
台湾
カナダ
アルゼンチン
ブラジル
その他(4)
22.5(9) 2.5 19(9)
12.5(8) 7.5(6) 4(1)
8(4) 2 3(1)
7(3) 4(1) 2(1)
6(2) 4(1) 1
5(3) 1(1) 1
5(3) 2.5(1.5) 1
16(9) 5(2) 4(1)
1 0
1 0
2(2) 1(1)0 1(1)
1(1) 0
2(1) 1 (1)0 1.5(1.5)
3(2) 4(4)
82(41) 28.5(12.5) 35(13) 10(7) 8.5(8.5)
注)かっこ内の数値は､公的かっ明白な威 しや制裁の件数.公的な威しとは,USTRによる調査の自発的開始.対抗措置
の目付けを伴う実行可能な政策がある旨の大統領声明や制裁 リストの公表を指す.
(1)カナダの木材輸出の2つのケースを除く.オーストラリア,フランス,イタリア,スウェーデン,イギリス,ベル
ギーに対して行なわれた6件の鉄鋼の提訴は,最終的にはエスケープ条項への申請に変更されたが,ここでは1件と
して,かつ ｢その他｣として計上される.1976年の日欧鉄鋼協定はアメリカの通商に負担をかけたとして提訴された
が,ここではECと日本とに提訴対象国を分割した.
(2)台湾の関税決定制度,ブラジルの輸入ライセンス制度,インドの外資規制,1991年から92年にかけての対中国への
提訴を含む.ブラジルの情報機器の輸入制限と知的所有権の両方に関連する提訴は,工業品と知的所有権の2つのタ
イプに分割した.
(3)農産物に加えて,加工食品や農業ならびに天然資源ベースの産物も,もしそれらに関する問題が保護された農産物
加工品 (パスタやタバコやワインなど)の高い生産コストを相殺するための加工業者への補助金や保護から生じる場
合には,これらを含む.
(4)｢その他｣は,インド,タイ,中国,ソ連,グアテマラ,EC加盟以前のポル トガルとスペイン,ノルウェーである.
また注(1)で注記したケースも含まれる.
(出所)Bayard,Thomas0.andKimberlyA.Eliot,"AggressiveUnilateralismandSection301:MarketOpening
orMarketClosing?,"TheWoruEconom),Vol.15,No.6,1992,p.689,table2より作成.
に,｢日米構造協議｣(1989年9月-90年6月)や ｢日米包括経済協議｣(1993年～)が行われ
た.
要約と結論
もともと豊富な資源と大きな国内市場を抱えるアメリカ資本主義にとっては,国民経済にお
ける貿易の地位は日本や現在のアジアNIEsよりはるかに小さく,通商政策も国民経済的にみ
る限りは重要であったとはいえない.しかし,1970年以降貿易赤字が増え,貿易全体の依存
度が15%を超えるようになると国民経済的にも通商政策は重要政策になった.通商政策の根~~1i)
拠法である通商法も,その改革をめぐって多くの利益集団,議会,大統領が関わる大きな政治
的イシューになった.
本稿は,通商法の重要な一部を構成する貿易匡正法の変遷とその運用実績を追跡することに
よって現代アメリカの通商政策の特質を探ろうとした.その結果,少なくとも次の諸点が指摘
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できる.
第1に,1962年通商拡大法は,ケネディ大統領にGATTのラウンド交渉のために5年間の
交渉権限を与えるとともに,エスケープクローズの発動のためには,関税譲許に基づく輸入急
増が国内産業の被害の ｢主要な原因｣であることを要件にするよう修正した.この点で,同法
は,各国に率先して貿易の自由化を進めようとしたものといえる.しかし,この通商法が議会
を通過するには組織労働者の支持が必要であったが,そのためには貿易調製援助プログラムを
創設しなければならなかった.もしそうでなければ,大きな政治力をもつ彼らは,一大保護主
義勢力となっていただろう.貿易自由化を進めるためには,それによって被害を受ける利益集
団に対する所得分配政策ならびに産業調整および労働調整のための政策が重要であり,･これに
よって保護主義の台頭を防ぐことができるのである.貿易の自由化を広範かっ急速に進めよう
とすればするほど,それに対抗する保護主義は強くなるのであり,貿易の自由化はこの ｢トレー
ドオフ｣を国際的,国内的に処理することなくして達成できなし.'のである.
第2に,1934年互恵通商協定以来の関税削減による貿易自由化の歴史に一つの転機をもたら
した1974年通商法の意義である.1970年代初頭以来のアメリカの輸入増加と多国籍企業の ｢職
の輸出｣論を背景に,組織労働者は従来の自由貿易主義から相互主義に転換したが,それを受
けた1974年通商法は不公正貿易を対象とする301条を導入 した. ここに同じく ｢不公正貿易｣
を対象にするが,従来の輸入増加から国内産業を救済する貿易匡正措置から貿易相手国の市揚
開放に応じて自国市場を開放してゆくという相互主義への転換があった.また,上記の ｢トレー
ドオフ｣問題の処理のためにエスケープクローズの発動要件を緩和し,業界からの不満に対応
しようとした.
第3に,1980年代前半のドル高とアメリカ産業の国際競争力の低下のもとで,組織労働者に
加えて増加する輸入に競合する一部の大企業も ｢公正貿易｣を主張し,貿易匡正法に訴えるよ
うになった.そこで議会は301条による制裁措置の発動をいっそう起動的にするため,大統領
の裁量弱化を図って1988年包括通商 ･競争力法を成立させた. また貿易自由化を後方支援す
るはずだった貿易調整援助プログラムは,労働者への所得補償としても,企業の事業転換策と■l
しても,その所期の役割を果たしていないことが明らかになった.そこで,かの ｢トレードオ
フ｣問題の解決のために政府介入による直接的な競争力強化策が指向されるに至っている.
第4に,1980年代には民間企業や労働団体が貿易匡正法を ｢準司法的な規制手続｣というよ
りも貿易相手国との通商交渉の手段と利用する傾向が強くなった.さらに1980年代後半に至る
とUSTRも301条を貿易相手国の市場開放のための交渉手段として積極的に使うようになり,
通商問題の政治問題化が進んでいる.また,エスケープクローズ以外の貿易匡正法は何れも特定
貿易財,あるいは慣行 ･制度 ･法律が提訴対象なので,どうしても2国間の政治的問題になり
がちであり,ここから貿易 ･投資摩擦が頻発するのである.
